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所得への分配 
 249億円 

地域経済循環率 71.5％ 
 
※生産(付加価値額)／分配(所得) 

※地域経済の自立度を示している。※値が低いほど他地

域から流入する所得に対する依存度が高い。 

※その他支出：政府支出+(地域内産業の移輸出-移輸入) 

③ 

④ 

支出 

地域内雇用者 
所得 139 億円 

① 

② 

⑤ 
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地域経済循環分析用データの産業分類は、以下の38産業である。

№ 本DBの産業分類（38分類） 内 容
1

農林水産業
農業 米麦生産業、その他の耕種農業、畜産業、農業サービス業

2 林業 林業
3 水産業 漁業・水産養殖業
4 鉱業 石炭・原油・天然ガス鉱業、金属鉱業、採石･砂利採取業、その他の鉱業
5

製造業

食料品 畜産食料品製造業、水産食料品製造業、精穀･製粉業、その他の食料品製造業、飲料製造業、たばこ製造業
6 繊維製品 化学繊維製造業、紡績業、織物･その他の繊維製品製造業、身回品製造業
7 パルプ・紙・紙加工品 パルプ･紙･紙加工品製造業
8 化学 基礎化学製品製造業、その他の化学工業
9 石油・石炭製品 石油製品製造業、石炭製品製造業
10 窯業・土石製品 窯業･土石製品製造業
11 鉄鋼 製鉄業、その他の鉄鋼業
12 非鉄金属 非鉄金属製造業
13 金属製品 金属製品製造業

14
はん用・生産用・業務用機
械

はん用機械器具製造業、生産用機械器具製造業、業務用機械器具製造業

15 電子部品・デバイス 電子部品・デバイス製造業
16 電気機械 産業用電気機械器具製造業、民生用電気機械器具製造業、その他の電気機械器具製造業
17 情報・通信機器 通信機械・同関連機器製造業、電子計算機・同附属装置製造業
18 輸送用機械 自動車製造業、船舶製造業、その他の輸送用機械・同修理業
19 印刷業 印刷・製版・製本業
20 その他の製造業 木材・木製品製造業、家具製造業、皮革・皮革製品・毛皮製品製造業、ゴム製品製造業、プラスチック製品製造業、その他の製造業
21 電気・ガス・水

道・廃棄物処
理業

電気業 電気業
22 ガス・熱供給業 ガス･熱供給業
23 水道業 上水道業、工業用水道業、（政府）下水道
24 廃棄物処理業 廃棄物処理業、（政府）廃棄物
25 建設業 建設業
26

卸売・小売業
卸売業 卸売業

27 小売業 小売業
28 運輸・郵便業 鉄道業、道路運送業、水運業、航空運輸業、その他の運輸業、郵便業、（政府）水運施設管理、航空施設管理（国公営）
29 宿泊・飲食サービス業 飲食サービス業、旅館・その他の宿泊所

30 情報通信業
鉄道業、道路運送業、水運業、航空運輸業、その他の運輸業、郵便業、（政府）水運施設管理、航空施設管理（国公営）
情報サービス業、映像・音声・文字情報制作業

31 金融・保険業 金融業、保険業
32

不動産業
住宅賃貸業 住宅賃貸業

33 その他の不動産業 不動産仲介業、不動産賃貸業

34 専門・科学技術、業務支援サービス業
研究開発サービス、広告業、物品賃貸サービス業、その他の対事業所サービス業、獣医業、（政府）学術研究、（非営利）自然・人文科学
研究機関

35 公務 （政府）公務
36 教育 教育、（政府）教育、（非営利）教育
37 保健衛生・社会事業 医療・保健、介護、（政府）保健衛生、社会福祉（非営利）社会福祉

38 その他のサービス
自動車整備・機械修理業、会員制企業団体、娯楽業、洗濯･理容･美容・浴場業、その他の対個人サービス業、(政府)社会教育、(非営利)
社会教育、その他
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2-1 売上(生産額)の分析

（1）地域の中で規模の大きい産業は何か：産業別生産額
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生産額が最も大きい産業は農業で76億円であり、次いで保健衛生・社会事業、教育、公務の生産額が大きい。
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2-1 売上(生産額)の分析

（2）地域の中で得意な産業は何か：売上

産業別修正特化係数（生産額ベース）

全国と比較して得意としている産業は農業、林業、窯業・土石製品、教育、水産業、保健衛生・社会事業等である。
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2-1 売上(生産額)の分析

（3）域外から所得を獲得している産業は何か：売上

産業別純移輸出額

域外から所得を獲得している産業は農業、教育、窯業・土石製品、保健衛生・社会事業、小売業、林業等である。これらは、域内での生産額
が大きい産業であり、地域で強みのある産業といえる。
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2-2 粗利益（付加価値）の分析売上(生産額)の分析

（1）地域で所得(付加価値)を稼いでいる産業は何か：産業別付加価値額

産業別付加価値額

付加価値額が最も大きい産業は保健衛生・社会事業で40億円であり、次いで教育、農業、公務の付加価値額が大きい。
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2-2 粗利益（付加価値）の分析売上(生産額)の分析

（2）地域の産業の稼ぐ力（1人当たり付加価値額）：第1次・2次・3次

従業者１人当たり付加価値額（労働生産性）

全産業の労働生産性を見ると全国、県、人口同規模地域のいずれと比較しても低い。産業別には、全国と比較すると第１次産業では高い水
準であるが、第２次産業と第３次産業では低い水準である。
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2-3 産業構造の分析

（1）地域の産業構造について①：影響力係数と感応度係数

影響力係数と感応度係数

地域の核となる産業は、農業、林業、食料品、その他の製造業、建設業、金融・保険業、専門・科学技術、業務支援サービス業等である。
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他産業へ与える影響力が大きく、同時に
他産業から受ける感応度も大きい産業
で地域の取引の核となっている産業

一般的には、基礎資材などの原材料製
造業部門がこれに該当し、鉄鋼、パル
プ・紙・木製品、化学製品等が含まれる。

第Ⅳ象限
他産業へ与える影響力が大きいが、他
産業から受ける感応度は小さい産業

一般的には、自動車などの最終財の製
造部門が含まれる。

第Ⅱ象限
他産業へ与える影響力は
小さいが、他産業から受け
る感応度は大きい産業

商業、サービス業など他産
業部門へのサービス提供
部門が含まれる。

第Ⅲ象限
他産業へ与える影響力と他産業か
ら受ける感応度ともに小さい産業

一般的には、農業、電力・ガスなど
の独立型の産業部門が含まれる。

影響力係数と感応度係数がと
もに高い産業は、地域にとって
核となる産業である。

◼ 消費や投資の増加によって他産業に
大きな影響を与える産業は何か、ま
た、逆に影響を受ける産業は何かを、
影響力係数と感応度係数から把握
する。

◼ 影響力係数は、当該産業の消費や
投資の増加が、全産業（調達先）
に与える影響の強さを表す。

◼ 感応度係数は、全産業（販売先）
の消費や投資の増加が、当該産業
に及ぼす影響の強さを表す。
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2-3 産業構造の分析

（2）地域の産業構造について②：生産誘発額

生産誘発額

各産業の消費や投資が100万円増加したときの域内への生産誘発効果（全産業合計値）は林業、食料品、農業等で高く、影響力係数が
大きい産業ほど域内への波及効果が高い。
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動
産
業

小
売
業

保
健
衛
生
・社

会
事
業

卸
売
業

公
務

水
道
業

電
気
業

金
属
製
品

そ
の
他
の
サ
ー
ビ
ス

運
輸
・郵

便
業

水
産
業

住
宅
賃
貸
業

教
育

繊
維
製
品

パ
ル
プ
・紙

・紙
加
工
品

化
学

石
油
・石

炭
製
品

鉄
鋼

非
鉄
金
属

電
子
部
品
・デ
バ
イ
ス

電
気
機
械

情
報
・通

信
機
器

輸
送
用
機
械

ガ
ス
・熱

供
給
業

情
報
通
信
業

生
産
波
及
効
果
（
産
業
計
）
（
百
万
円
）

市内への波及効果 全域への波及効果

◼ 地域の産業間や地域内外の取引構造
を分析することで、地元への波及効果
を把握する。

◼ ここでは、消費や投資の増加によって直
接間接的に生じる生産誘発額を把握
する。
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2-1 売上(生産額)の分析

（3）地域の取引構造について

産業間取引構造

38 その他のサービス

37 保健衛生・社会事業

36 教育

35 公務

34 専門・科学技術、業務支援サー

ビス業

28 運輸・郵便業

33 その他の不動産業

32 住宅賃貸業

24 廃棄物処理業

23 水道業

22 ガス・熱供給業

21 電気業

18 輸送用機械

17 情報・通信機器

16 電気機械

15 電子部品・デバイス

14 はん用・生産用・業務用機械

13 金属製品

1 農業

2 林業

3 水産業

4 鉱業
12 非鉄金属

11 鉄鋼

10 窯業・土石製品

9 石油・石炭製品

8 化学

7 パルプ・紙・紙加工品

6 繊維製品

20 その他の製造業

5 食料品

30 情報通信業

19 印刷業

25 建設業

31 金融・保険業

27 小売業

26 卸売業

29 宿泊・飲食サービス業

1.3 6.0 
4.4 

3.2 

0.9 

1.2 

0.2 

2.6 

0.1 

0.0 

0.0 

0.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.3 

0.2 
7.6 

0.2 0.2 
0.1 

0.0 

0.0 

2.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.2 

1.2 

0.0 

0.1 

3.0 

1.0 

3.1 

0.9 
0.2 

川下産業

川中産業

川上産業

純移輸出額がプラスの産業

（数値及び円の大きさは当該産業の地域内生産額）

純移輸出額がマイナスの産業

（数値及び円の大きさは当該産業の地域内生産額）

当該産業（矢印始点）が他の産業（矢印終点）に販売した財・

サービスの総額が地域内総生産額の0.2%以上を占める取引

当該産業（矢印始点）が他の産業（矢印終点）に販売した財・

サービスの総額が地域内総生産額の0.2%以上を占める、か
つ当該産業の地域内生産額の30％以上を占める取引

単位：10億円

◼ 影響力係数や感応度係数、生産誘発
額の数値は、産業間の取引構造に依
存している。

◼ ここでは、当該地域の産業間取引額
について、取引構造を図化することで、
どの産業間の取引額が多いかを把握
する。これにより、影響力係数や感応
度係数、生産誘発額の数値の背景・
要因について分析する。
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2-4 賃金・人件費（雇用者所得）の分析

（1）住民の生活を支えている産業は何か：賃金・人件費

産業別雇用者所得

雇用者所得が最も大きい産業は、保健衛生・社会事業で33億円であり、次いで教育、小売業、公務、建設業の雇用者所得が大きい。

33 

27 

14 
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12 

7 
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5 4 4 
3 3 3 

1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
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融
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・
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そ
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他
の
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造
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そ
の
他
の
不
動
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業

鉱
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印
刷
業

水
道
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繊
維
製
品

パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
工
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化
学

石
油
・
石
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製
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デ
バ
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電
気
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械

情
報
・
通
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械

ガ
ス
・
熱
供
給
業

情
報
通
信
業

産
業
別
雇
用
者
所
得
（
億
円
）

雇用者所得 139 億円



御浜町エリアマネジメント調整会議

2.地域の経済

12

2-4 賃金・人件費（雇用者所得）の分析

（2）地域の産業の1人当たり雇用者所得

産業別従業者１人当たりの雇用者所得

御浜町の従業者数１人当たりの雇用者所得は、全産業では全国、県、人口同規模地域のいずれと比較しても低い。産業別には、全国と比較
すると第１次産業では高い水準であるが、第２次産業と第３次産業では低い水準である。

0.76 

4.15 

4.73 4.70 

3.57 3.55 

0.75 

5.41 

4.82 4.81 4.82 4.81 

0.86 

6.06 

4.65 4.62 

4.97 4.96 
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4.27 4.26 
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住宅賃貸業を含む 住宅賃貸業を含まない 住宅賃貸業を含む 住宅賃貸業を含まない

第１次産業 第２次産業 第３次産業 全産業

従
業
者

1
人
当
た
り
雇
用
者
所
得
（
百
万
円
／
人
）

御浜町 全国 三重県 同規模地域（1万人未満）※三大都市圏の平均
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3-1 将来人口の見込み

御浜町の将来人口の見込み ①人口推移

注：国立社会保障・人口問題研究所
の「日本の地域別将来推計人口」等
を基に推計（第６次 御浜町総合計画
から転載。）。
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3-2 将来の年齢別人口構成

年齢別人口構成

2020年

2060年

注：国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口」
等を基に推計（第６次 御浜町総合計画から転載。）。
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3-3 就業者の規模

1,416 1,356 1,166 977 
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1,000

2,000

3,000

4,000
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（人）

第１次産業 第２次産業 第３次産業

3,906 

4,217 
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1,000
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2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

従業者数 就業者数

（人）

①就業者数と従業者数（2015年）

注）従業者数は、従業地における就業者の数（域外からの通勤者を含む）である。
就業者数は、常住地の住民の就業者の数（域外への通勤者を含む）である。

出所：総務省「国勢調査」より作成

②産業別就業者数の推移

出所：総務省「国勢調査」より作成

就業者数は全産業で近年減少傾向にある。産業別には第2次産業も第3次産
業も減少している。

就業者数が従業者数よりも多く、通勤者が地域外に流出している拠点性の低
い地域である。

（地域内の就業者数） （地域住民の就業者数）

-7.4%


